
(第 31期 )

管 借 針 照 表

(2018年 3月 31日 現在 )

科 目 金  額 科 目 金  額

(資 産 の 部 )

流 動 資 産

貯     蔵     品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

立    替     金

固 定 資 産

有 形 固 て 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産

円

( 118,437,490)

118,329,285

25,363,680

908,892

9,409,379

82,647,334

108,205

108,205

108,205

(負 債 の 部 )

流 動 負 債

未     払    金

未 ヤム 費 用

未 払 住 民 税 及 び 事 業 税

預    り    金

固 定 負 債

(純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資  本  金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰越利益剰余金

(う ち当期純利益 )

円

(  90,993,187)

90,998,187

21,467,693

63,071,986

6,416,680

36,828

(    27,444,303 )

27,444,303

10,000,000

17,444,303

17,444,303

17,444,303

4,750,362

資 産 合 計 118,437,490 負 債 ・ 純 資 産 合 計 118,437,490



(第 31期 )

個別注記表

(重要な会計方針に係 る事項に関する注記 )

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券
子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………決算 日の市場価格に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理 し、売去「原価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの………移動平均法による原価法

(2)棚卸資産

製
原  材
仕  掛
貯  蔵

品…。総平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により
料…'総平均法による原価法 (貸借対照衣価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により
品…・総平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により
品…・総平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

定
定
定

算
算
算

算定)

2.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (リ ース資産を除く)

………建物 (建物附属設備を除く)並びに2016年 4月 1日 以降に取得 した
建物附属設備及び構築物は定額法

………その他の有形固定資産は定率法

(2)無形固定資産 (リ ース資産を除く)

………ノフ トウェア (自 社利用)については、社内における利用可能期間 (5年 )

に基づく定額法
………その他の無形固定資産は定額法

(3)リ ース資産 ・……所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
なお、所有権移転外ファイナンス・ リース取引のうち、リース取引開始 日が

2008年 3月 31日 以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。

3.消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によつている。

4.連結納税制度の適用
連結納税制度を適用 している。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

1。 当該事業年度の末 日における発行済み株式の総数
普通株式

(関連当事者との取引に関する注記)

該当項 目なし

140株


